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１．平成３０年度第１回農業委員・推進委員研修会を開催
２．白石町における農地利用の最適化の取り組み事例
３．さが農業経営相談所を開設
４．簿記講習会を開催
５．農業者年金の加入推進
６．全国農業新聞の普及推進
７．常設審議委員会の結果(７・８月)、行事予定)
８．行事予定

１．平成３０年度第１回農業委員・農地利用最適化推進
委員研修会を開催しました

農業会議は、本年７月に全ての市町が新体制に移行したことから、
農業委員及び農地利用最適化推進委員との連携をより一層密にし、農
業委員会業務の円滑な推進を図る目的に、７月２５日に白石町におい
て「第１回農業委員・農地利用最適化推進委員研修会」を開催。県内
各市町から約６００名が出席されました。

研修会では「農業委員・農地利用
最適化推進委員の連携による農地集
積・集約化の推進について」と題し
て、東京大学大学院の安藤光義氏が
講演。改正法３年目を迎え、農業委
員会の運営方向について説かれ、「推
進委員だけでは農地利用の最適化の
推進はできない。農業委員と推進委
員との協力関係をどのように整理・
構築するかがポイントになる」、ま
た、「人・農地プラン(地元での話し
合い)への積極的な関与が大切で、会合があれば顔を出して状況を把握
し、農地利用調整の働き掛けを行って欲しい」と呼びかけられました。

さらに、太良町でアスパラを経
営されているＡ－ｎｏｋｅｒ(ええ
のうか－)代表の安東浩太郎氏に、
平成２５年にＩタ－ン就農された
経緯や地域とのつながりの大切さ
について語っていただきました。
安東氏は、ミカン園を再生・整備
して営農開始。施肥条件の検討な
ど試行錯誤を重ね多良岳果樹園育
ち“森のアスパラ”としてブラン
ド化されました。また、地域活性
化に向けた食育の取組み(たべるえほん)や新規就農希望者の研修受け
入れ等について、自らの取組みを語られました。



２．白石町における農地利用の最適化の取り組み

【農業委員会の体制】 (平成29年7月20日移行)

〇旧体制：農業委員 ３７人

〇新体制：農業委員 ３７人 事務局７人

(１) 農地利用の最適化の推進の取り組み

○担い手への農地利用の集積・集約

化については、あっせんによる

農地の貸借、売買を推進してい

ます。

→ 離農・規模縮小希望者と拡大

希望者への農地の利用調整に向

け、農業委員が地道に農業者の

声を拾い、日常の相談活動に力

を入れています。

地図を活用し、農地の利用集積について検討

○遊休農地の発生防止・解消のため、年２回(７月、２月) 農地の利用状況調

査を実施しています。

→遊休農地の増加が懸念される中、農地の遊休化を未然に防止するととも

に、地域農業の担い手への利用集積を推進しています。

○新規参入の促進については、町農業振興課と連携し、新規就農者の推進を

行っています。

※新規就農者の推移

Ｈ25(25人)､Ｈ26(27人)､Ｈ27(34人)､Ｈ28(27人)､Ｈ29(17人)

※別段面積の設定 ５０ａ（町内全域）

白石町認定新規就農者の認定を受けている者に限り、10ａに設定

(２) 活動の成果
認定農業者及び集落営農法人など担い手へのあっせんによる農地集積活動

の結果、平成２９年度末の集積率は96.2%(平成2８年度末95.9%)となりま

した。（参考：集積率 県平均69.4%）

(３) 川﨑会長のコメント
川﨑会長は、「農地を守り、担い手を確保するという使命を果たすため、日

々の相談活動を充実し、地域からより一層、信頼される農業委員会活動を展

開していきたい」と語られています。



３．さが農業経営相談所を開設

県担い手育成総合支援協議会（事務局：農業会議）

は８月１日、農業経営の法人化や規模拡大など、農業

に関するさまざまな相談に対応し、農家の経営支援を

行う「さが農業経営相談所」を開所しました。（写真）

この相談所では、相談内容をもとに支援チームをつ

くり、専門家派遣などを行い、担い手の効率的かつ安

定的な農業経営の確立や経営基盤の強化等を支援しま

す。

相談受付をはじめ、経営改善に関する相談会・研修

会の開催も予定しています。

農水省による相談所イメージ（農水省ＨＰより）

農業会議:坂井会長(左)と

県農産課:池田副部長(右)



さが農業経営相談所OPEN!平成30年8月1日より開所

お問い合わせ先
さが農業経営相談所(佐賀県担い手育成総合支援協議会) 0952-20-1810

0952-20-1818
sanoukai@sanoukai.jp佐賀市八丁畷町8-1佐賀総合庁舎4Ｆ

［事務局］一般社団法人佐賀県農業会議 
Tel
Fax
メール

相談内容の把握 経営診断 専門家派遣［原則3回まで］

［支援実施の流れ］
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専門家
による支援チームが解決します！！

農業経営者(個人・法人)のいろいろな悩みを解決！！

派遣相談

相談
無料

佐賀県担い手育成総合支援協議会



□経営改善に関すること(経営改善・経営診断)
□法人化に関すること(一戸一法人、複数戸法人、集落営農法人)
□事業継承(第三者を含む)、後継者の育成に関すること
□規模拡大、農地の集積に関すること
□税(青色申告、相続税等)に関すること
□雇用、労務管理、社会保険に関すること
□6次産業化(販売・加工)に関すること
□補助金、制度融資(スーパーＬ、近代化等)、農業共済に関すること。
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

お申込み頂いた後、改めて、さが農業経営相談所よりご連絡させて頂きます。

※参加申込書に記載頂いた個人情報の利用に関しては、「個人情報保護に関する法律」（平成15年法律第57号）を遵守
して適正に管理するとともに、本件以外の目的には使用しません。

※必ず記入をお願いします。

□米麦作　□野菜　□果樹　□花き　□畜産　□その他（　　　　　　　）

□個人　□法人　□任意組織（団体）

さが農業経営相談所事務局 行

相談申込書

平成　　 年　　 月　　 日（　　）：

0952-20-1818ＦＡＸ送信

相 談 項 目

具 体 的 な

相 談 内 容

品 目

経営区分

電 話

携 帯

メ ー ル

相談者氏名

ふりがな
法人名・
組織名

住　所

連絡先
FAX

（所在地）

お問い合わせ先
さが農業経営相談所(佐賀県担い手育成総合支援協議会) 0952-20-1810

0952-20-1818
sanoukai@sanoukai.jp〒849-0925 佐賀市八丁畷町8-1佐賀総合庁舎4Ｆ

［事務局］一般社団法人佐賀県農業会議 
Tel
Fax
メール



４．農業簿記講習会(基礎講座・パソコン活用講座)を開催

～ 複 式 簿 記 の 基 礎 を 学 ぶ ～

農産物価格の低迷や資材費等

が高騰する中、農業経営を改

善・発展させるためには、自

らの経営を家計から分離し、

経営状況を的確に把握・分析

することができる複式簿記が

必要となります。

また、来年から導入が予定

されている収入保険制度につ

いては青色申告が加入要件とされており、青色申告を始めるにあたって複式

簿記(正規の簿記)に取り組むことによりメリットが大きくなります。

そこで、農業会議では、経営感覚に優れた農業の担い手を育成・支援する

ために、市町農業委員会や農業振興関係課、農業改良普及センター等に参加

者の募集を依頼し、全５回コース（7/24 ～ 8/28）で、複式農業簿記の講習会

を開催。複式簿記の基礎を学ぼうと３０名が参加されました。

受講者のほとんどが複式簿記未経験者であり、最初は聞き慣れない用語に

戸惑いながらも簿記の原理原則から複式簿記の一連の流れについての座学や

簿記ソフトによる実践演習を通じ、開始貸借対照表の作成や取引の仕訳、決

算修正、決算書の作成などについて習得しました。

今回の講習会を受講された多くの方から「複式簿記によって、自分の経営

を再度把握し、今後の経営改善に結び付けたい」、「簿記記帳の結果をもとに

作物毎の経営分析をできるようになりたい」等と活発な意見等を寄せていた

だきました。

農業簿記関係図書

多くの仕訳例を掲載 ソリマチ(株)の農業簿
記帳のイロハから実 記ソフト「農業簿記10」
務まで網羅した⼀冊 に対応したパソコン簿
です多くの仕訳例を 記の演習⽤テキストで
掲載 す。

図書コード 2９-1１ 図書コード 2８-43
定価 1,6５０円 定価 2,880円
規格 A4・1３０頁 規格 A4・163頁



５．農業者年金の加入推進について

農業者年金制度を知らなかったという人がいないように
制度の普及･推進をお願いします ! !

◇農業者の６５歳からの平均余命は、男性２２年(８７歳)、女性２７年(９２歳)

⻑い⽼後⽣活、国⺠年⾦だけでは⽣活に⼗分とは⾔えません。農業者の
安定した⽼後⽣活のため、国⺠年⾦の上乗せである農業者年⾦への加⼊を
勧めましょう。

農業者年⾦基⾦のホームページでは、将来受け取る年⾦額の試算ができ
ます。

主なメリット
・⽀払った保険料は全額社会保険料控除の対象で、⼤きな節税効果あり
・少子高齢化でも安心の「積⽴⽅式・確定拠出型」制度
・要件を満たす担い⼿には保険料の国庫補助あり

○ 平成30年度新規加⼊目標・実績 ○ (単位︓⼈)
３０年度 達成率 残り市 町 名 目標 4⽉〜7⽉ (％) 確保数

佐 賀 市 ９ 2 22 7
神 埼 市 ２ 0 0 2
吉 野 ヶ ⾥ 町 1 0 0 1
鳥 栖 市 1 2 200 達成☆
基 山 町 １ 0 ０ 1
上 峰 町 １ 0 ０ 1
み や き 町 1 0 0 1
多 久 市 1 0 0 1
小 城 市 2 0 0 2
唐 津 市 15 7 47 8
玄 海 町 2 3 150 達成☆
伊 万 ⾥ 市 5 3 60 2
有 田 町 1 0 0 1
武 雄 市 2 0 0 2
⼤ 町 町 1 2 200 達成☆
江 北 町 1 0 0 1
白 石 町 8 2 25 6
⿅ 島 市 4 0 0 4
嬉 野 市 3 0 0 3
太 良 町 3 1 33 2
合 計 64 22 34 42



６．全国農業新聞の普及推進について

全国農業新聞 普及推進のお願い

今年度目標部数 １,８００ 部
目標まであと ３４３ 部

９月現在部数 １,４５７ 部

○農業委員･推進委員 ５５５ 名中 ５１１ 名 ９２％が購読中○

《なぜ、全国農業新聞を普及する？》

「情報提供活動」は農業委員・推進委員の役割(農業委員会法)
▼

では、「情報提供活動」とは？
▼

農業者等へ農業経営に役立つ情報を提供、
関連各制度を周知すること

▼
「情報」を伝えて歩くのは、難しいのでは？

▼
全国農業新聞を購読してもらうと、「情報」が届く！

☆｢農業委員・推進委員１人・１年・１部純増｣運動を確実に実施

☆戸別訪問や畦ばた会議、日常の相談活動等で普及推進

◎今年度の佐賀県の記事は２５本
２週に１回ペースで佐賀の記事が読めます

ご協力をお願いします！！

（８
月
３
日
付

全
国
農
業
新
聞
）



７．常設審議委員会結果（Ｈ30年７～８月）

農地法第４条及び第５条の規定により県農業委員会ネットワーク機構に意見を求め

られた案件について、常設審議委員会において審議しました。第28回、第29回の件数

及び面積については、以下のとおりです。

<農地法関係処理状況>

○審議件数

第４条 2
第28回 7月17日

第５条 10

第４条 2
第29回 8月16日

第５条 5

○田畑別件数及び面積

田 畑 計

回数 開催日 区分 件数 面積 件数 面積 件数 面積

第４条 1 4,112 1 6,592 2 10,704
第28回 7月17日

第５条 9 59,380 4 9,111 10 68,491

第４条 1 7,166 2 4,240 2 11,406
第29回 8月16日

第５条 4 27,264 2 3,713 5 30,977

※田・畑の混合案件があるため、件数の計が一致しない。

８．今後の行事予定

月 日 時間 場 所 内 容

12 13:30 千代田館 農業者年金担当者研修会

９ 14 13:00 川副町 稲作経営者会議現地研修会

18 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 第30回常設審議委員会

５ 14:00 みやき町 三神地区農業委員会職員研修会

10 14:00 嬉野市 杵藤地区農業委員会職員研修会

10

15 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 第31回常設審議委員会

15 13:30 ｸﾞﾗﾝﾃﾞはがくれ 九州ﾌﾞﾛｯｸ農業振興地域制度に係る研修会

11 13 13:30 東京都 平成30年度全国農業委員会職員研修会


